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近年、行政手続のデジタル化が進み、税務分野にお
いても利便性の向上が図られています。これまで主
流であった納付書による現金納付に加え、インター
ネットを活用したキャッシュレス納付が普及しつつ
あり、納税者の負担軽減や業務効率化につながって
います。特に、事業者の方にとっては、経理処理の
効率化や資金管理の面でも大きなメリットがありま
す。ここでは、キャッシュレス納付の仕組みや具体
的な方法、従来の納付方法との違いについて、ご説
明いたします。

キャッシュレス納付とは、金融機関や税務署の窓口
へ出向くことなく、オンライン上で税金の納付を完
結できる仕組みです。代表的な方法としては、事前
に登録した預金口座から即時または指定日に引き落
としが行われる「ダイレクト納付」、インターネッ
トバンキングを利用した振込形式の納付、クレジッ
トカードによる決済、スマートフォン決済アプリを
利用した方法などがあります。これらは e-Tax と
連携して利用できる場合も多く、申告から納付まで
一連の手続をオンラインで完結させることが可能で
す。また、納付履歴がデータとして残るため、帳簿
管理や証憑保存の面でも有効です。一方で、クレジッ
トカード納付では決済手数料が発生すること、ダイ
レクト納付では事前の口座登録手続が必要であるこ
となど、それぞれの方法に応じた留意点もあります。

従来の納付書による方法は、金融機関やコンビニで
の支払いが可能であり、特別な事前手続が不要であ
る点が利点です。しかしながら、窓口の営業時間に
制約されるほか、移動時間や待ち時間が発生するこ
とがあります。また、現金管理や領収証の保管といっ
た一定の事務負担が生じます。これに対し、キャッ
シュレス納付は時間や場所の制約を受けず、夜間や
休日でも納付が可能であるため、業務の隙間時間を
活用できます。さらに、現金の取り扱いが不要とな
ることで、紛失や盗難のリスク低減にもつながりま
す。特に複数の税目や拠点を管理している場合には、
納付の一元管理がしやすくなる点も大きなメリット
といえるでしょう。

キャッシュレス納付は、利便性・効率性・安全性の
面で多くの利点を有する納付方法です。一方で、各
手段ごとの手数料や事前準備の有無などを踏まえ、
自社やご自身の状況に適した方法を選択することが
重要です。今後はさらに利用環境の整備が進むこと
が見込まれ、より一般的な納付手段となっていくと
考えられます。キャッシュレス納付にご興味がある
方は、お気軽に各担当者までご相談ください。

はじめに1

キャッシュレス納付の概要2

納付書による納付との比較3

まとめ4

今年社内結婚し苗字が大元に。
社内でダブル大元となるため
夫婦別姓を採用しています。

青 木 伶 奈
広 島 事 業 部

キャッシュレス納付
について

PICKUP 税務

税務手続のデジタル化の流れを踏まえ、近年普及が進むキャッシュレス納付について、その仕組
みや具体的な方法、従来の納付書による納付との違いを整理し、実務上のメリットや留意点を分
かりやすく解説いたします。
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株式会社 Ystec（ワイズテック）は、長年のものづくりノウハウを
持つヤマヒロと、経営のプロ集団であるゆびすいが手を組み、日本
の製造業に最適な「工場 DX（デジタル変革）」を提供する会社です。
2026 年 5 月 13 日～ 15 日にインテックス大阪で開催されたネプコ
ンジャパンでは、ロボットと最新技術を活用した製造 DX を実際に
体験できるブースを出展。デモ機を前に現場のムダ削減や生産性向
上の方法を紹介し、多くの皆様にご来場いただきました。

 Ystec の特徴
製造DXで「見える化」と「自動化」を実現
工場や製造現場では、「設備の稼働状況が分からない」「生産にムダ
が多い」「人手不足が深刻」といった課題が増えています。Ystec は、
これらを解決するために次のソリューションを提供しています。

工場DX（見える化）
既存設備にも取り付け可能なセンサーで、機械の動きや生産状況をリアルタイムにデータ化。
「どこにムダがあるのか」「どの機械が止まりやすいのか」が一目で分かり、効率的な生産管理が可能になります。

製造 DX（自動化）
ロボットを活用し、単純作業や重労働を自動化。人手不足の解消だけでなく、安全性向上や品質の安定にもつなが
ります。繰り返し作業や重量物の運搬などをロボットが担い、現場の負担を大幅に軽減します。
私たちは「難しいことをシンプルに」をモットーに、現場で働く人が直感的に使えるシステムを提案・
導入しています。工場や製造現場の未来を、Ystec とともに実現しませんか。

まずは、公式サイトよりお気軽にお問い合わせください➡ https://y-stec.com/

Ystec が展示会で製造DXの仕組みを紹介

デモ機を前に来場者に仕組みや活用方法を説明

右のデモ機が動く様子をモニターにて数値で可視化

WEB サイト

お知らせ
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1所得税の壁
（基礎控除、給与所得控除）

所得税の壁は給与所得控除と基礎控除

で構成されています。この壁を超えるま

では所得税は課税されません。令和 7 年

の改正前は 103 万円の壁 ( 給与所得控除

55 万円 + 基礎控除 48 万円 ) でありまし

たが、160 万円 ( 給与所得控除 65 万円

+ 基礎控除最大 95 万円 ) の壁に改正され

ました。

令和 8 年の改正では、年収の壁は 178

万円となっており、18 万円の増額とな

ります。178 万円の内訳としては、給与

所得控除は 74 万円、基礎控除は最大で

104 万円となっています。

基礎控除は、本則が 58 万円から 62

万円に増額し、特例は 37 万円から 42

万円に増額しました。合わせて最大で

104 万円となります。基礎控除の金額は

合計所得金額で判定されますので、段階

に応じて金額が逓減していきます。

令和10年以降は、令和10年度税制改正
により見直される予定

改正後の基礎控除額（本則＋特例）
給与収入 令和6年 令和７年（※2）令和8・9年（※2） 令和10年

200万3,999円以下

48万円

95万円

104万円

99万円

200万3,999円超475万1,999円以下 88万円

62万円
475万1,999円超665万5,556円以下 68万円

665万5,556円超850万円以下 63万円 67万円

850万円超2,545万円以下 58万円 62万円

2,545万円超2,595万円以下 48万円

2,595万円超2,645万円以下 32万円

2,645万円超2,695万円以下 16万円

※2　基礎控除の特例による上乗せ額を加算した金額

【年収の壁】増額イメージ(所得税)

給与

160万円

178万円

R7年 R8・9年

課税所得

基礎控除
62万円

給与所得
控除
69万円

特例
5万円

特例
42万円

基礎控除
58万円

給与所得
控除
65万円

特例
37万円

課税所得

103万円

R6年

基礎控除
48万円

給与所得
控除
55万円

課税所得

特 集

令和 7年度税制改正にて変更された年収の壁が、令和 8年度においても変更となりました。令和 7年
は 160 万円の壁でしたが、令和 8 年からは 178 万円の壁となります。
物価高騰の波はおさまらず令和 7 年に引き続いての改正となり、多くの方に影響がある改正項目と
なっていますので解説いたします。

仕事に育児に奮闘中です。2 歳の
息子がどんどん体力をつけていま
すが、私の体力が足りません。

菅 修 太 朗
堺　事　業　部

令和8年改正 年収の壁
～税務の観点から～

4 YUBISUI NEWS 企業版 No.113



4

2

3

給与収入だけの場合ですが、2,545

万円以下の方であれば 58 万円の控

除から 62 万円の控除に増額 (5 万円

UP) となりますので、多くの方にとっ

て所得税が減税となります。

給与所得控除は、現行最低保障とし

て 65 万円ですが、改正後は 74 万円

となります ( 特例分含む )。

令和 10 年以降についての基礎控除

及び給与所得控除は、その時の消費者

物価指数などに応じて変動します。

扶養の壁（扶養控除・配偶者（特別）控除・特定親族特別控除）

扶養控除の適用範囲は、現行 123 万円が壁となっていますが、改正後は 136 万円となっています。13 万円の増額

となりますが、依然として 178 万円の

年収の壁とは乖離していますので注意

が必要です。

配偶者（特別）控除、特定親族特別

控除も壁はそれぞれ 169 万円、159 万

円へと引き上げられました。( 壁を超え

ると、控除金額は徐々に逓減します。)

住民税の壁

住民税の壁も変更となっています。現行 110 万円の壁が 119 万円となりました。ここでも注意が必要です。178

万円の給与収入で所得税は 0 円となっても住民税は課税となります。178 万円の給与収入で住民税は約 4 万円とな

ります。( お住まいの自治体によって異なります。)

	
まとめ

令和 7 年に引き続き、年収の壁は引き上げられましたが依然として扶養の壁や住民税の壁などの乖離があります。

今回は記載していませんが、社会保険の壁も気を付けなければなりません。ご自身 ( ご家族 ) にとってどのくらいの

収入に抑えるべきかが重要となってきます。ご不明な点があればゆびすいグループにご相談ください。

2026年4月に「年収の壁セミナー」を弊社で開催しました。ご興味あればぜひ合わせてご視聴ください。

https://vimeo.com/1186802944/9fd574ea51?share=copy&fl=sv&fe=ci視聴 URL

給与所得控除の引き上げ
給与収入（A) 現行 R8・9年 R10年

190万円以下 65万円

74万円
69万円

190万円超203万3,333円以下
A×30％+8万円

203万3,333円超220万円以下 A×30％+8万円

220万円超360万円以下 A×30％+8万円

360万円超660万円以下 A×20％+44万円

660万円超850万円以下 A×10％+110万円

850万円超 195万円

年収の壁

項目 現行 R8・9年

所得税 160万円 178万円

住民税 110万円 119万円

扶養控除 123万円 136万円

配偶者控除（配偶者特別控除） 160万円 169万円

特定親族特別控除（特定扶養親族） 150万円 159万円
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令和 8 年 2 月 2 日から「所有不動産記録証明制度」

が始まりました。この制度は、特定の人が所有権の

登記名義人として記録されている不動産を登記官が

検索し、その結果を一覧にまとめた「所有不動産記

録証明書」を交付する制度です。主に被相続人名義

の不動産を相続人が把握しやすくし、相続登記の手

続負担を軽減するとともに、登記漏れの防止につな

げることを目的としています。

従来、不動産の登記記録は土地や建物ごとに作成さ

れており、被相続人がどの不動産を所有していたか

を一覧で確認することは容易ではありませんでし

た。そのため、相続人は権利証や固定資産税の課税

明細書、契約書類を手がかりに、不動産所在地の各

市町村に名寄帳を請求するなどして、一つずつ調査

する必要がありました。手がかりが少ない場合には

調査に時間を要するほか、不動産を見落とし、相続

登記が漏れるおそれもありました。このような負担

を軽減し、相続手続を円滑に進めるために所有不動

産記録証明制度が導入

されました。

手続は「請求」「検索」「交付」の流れで進みます。

請求できるのは、所有権の登記名義人本人のほか、

その相続人等で、代理人による請求も可能です。請

求は全国の法務局・地方法務局において、書面また

はオンラインにより行うことができます。請求を受

けた登記官は、氏名や住所などの情報をもとに対象

不動産を検索し、「所有不動産記録証明書」を交付

します。複数の地域に不動産がある場合でも、一覧

で把握できる点がこの制度の大きな特長です。なお、

書面請求の場合の手数料は、検索条件 1 件につき、

1 通当たり 1,600 円です。

検索結果は、請求時に指定した検索条件に基づき

ます。そのため、登記記録上の氏名や住所の表記が

異なる場合には、対象不動産が抽出されないことが

あります。また、同名の別人が所有する不動産が含

まれる可能性もあります。証明書を取得した後は、

必要に応じて個別の登記事項証明書で確認するこ

とが重要です。また、登記簿がコンピュータ化され

ていない不動産や検索時点で登記に反映されてい

ない情報は、証明の対象に含まれない点にも注意が

必要です。

制度の活用方法や申請手続についてご不明な点が

ありましたら、登記事業部までお問い合わせください。

制度の概要

制度の趣旨

利用の流れ

利用時の注意点

相続手続では亡くなった方（以下『被相続人』といいます）がどの不動産を所有していたのかを
把握することが重要です。令和 8 年 2 月 2 日から始まった「所有不動産記録証明制度」は、この
ような確認をしやすくする新しい仕組みとして注目されています。

趣味は街歩きと美味しいもの探し
です。休日は気になるお店を見つ
けて楽しんでいます。

中 井 麻 奈 未

登 記 事 業 部
司 法 書 士

相続時に役立つ「所有
不動産記録証明制度」
とは

法務 TOPICS
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以前の投稿で、不動産小口化商品を活用した相続税対策についてご紹介させて頂きましたが、令和 8 年度の税制改正に
おいて、不動産小口化商品等の評価について、次のような見直しが行われることになりました。

【前提】・相続人は子 2 人で、財産は現預金 3 億円のみ。
・総口数 2,000 口、1 口 100 万円の商品を 100 口購入。
・取得後 3 年が経過すれば、土地について小規模宅地等の特例の適用が可能。（50％の減額）

不動産小口化商品については、その取得の時期にかかわらず、課税時期における通常の取引価額（注）に相当
する金額によって評価する。

（注）課税時期における通常の取引価額に相当する金額については、課税上の弊害がない限り、事業者等が示した適正な処分価格・買取価格等
とし、これに該当するものがない場合には取得価額を基に地価の変動等を考慮して計算した価額の 100 分の 80 に相当する金額とする。（取
得時期や評価の安全性を考慮）

はじめに1

節税効果への影響2

まとめ3
★相続税評価額は、令和 7 年度 路線価・令和 6 年度 固定資産税評価額に基づく概算です。

改正により節税効果がなくなる、または減少するものの、小規模宅地等の減額は引き続き適用が可能です。ただし、不
動産の所有状況やご利用状況に応じて、小規模宅地等の特例の適用の有無等が変わる場合がございます。ご購入をご検
討の場合は、担当者にご相談ください。
改正後の取り扱いの詳細についてはまだ不明瞭な点もあるので、新しい情報が公開され次第、追ってご案内させて頂き
ます。

商品の概要（再掲）
①任意組合を組成し、空室リスクの極めて低い都心のテナントビルを購入します。
② 1 口百万円程度で、運用期間は 10 年以上で募集されるものが多いです。
③平均的なネット利回りはおおよそ 2％前後です。
④相続税の計算上、投資者は当該不動産を所有しているものとして扱われ、小規模宅地等の特例など、相続税の計算上有利な制度を活用すること

ができます。

改正前
購入前 購入後(3年以内) 購入後(3年経過後)

現貯金 3億円 2億円 2億円

不動産 0円 2,180万円 1,140万円

財産額合計 3億円 2億2,180万円 2億1,140万円

相続税額 6,920万円 3,994万円 3,682万円

節税額 2,926万円 3,238万円

改正後
購入前 購入後(3年以内) 購入後(3年経過後)

現貯金 3億円 2億円 2億円

不動産 0円 (※)1億円 　　(※)5,500万円

財産額合計 3億円 3億円 2億5,500万円

相続税額 6,920万円 6,920万円 5,120万円

節税額 0円 1,800万円

(※) 事業者等が示した適正な処分価格・買取価格等は1億円(土地9,000万円、建物
1,000万円)とする。

相続専門部の難波です。趣味は SF作品
を観ること・読むこと・学ぶことです。
生きているうちに火星ぐらいは行って
みたい！

難 波 　 律
相 続 専 門 部

令和8年度税制改正と
不動産小口化商品

相続事例
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まずは 2026 年度のこれまでの主な人事労務関連の

法改正について振り返ってみます。

在職老齢年金制度の
支給停止調整額の引き上げ
（2026年４月 1日施行）

在職老齢年金制度では、賃金と年金の合計額が一定

の基準を超えると、年金の一部が支給停止（減額）

となる仕組みになっています。今回の改正では、こ

の支給停止の基準となる調整額が引き上げられ、こ

れまでの 51 万円から 65 万円へと見直されました。

この引き上げにより、賃金と年金の合計額が 65 万

円までは年金が減額されずに受け取れるようにな

り、それを超えた場合にのみ超過分の一部が支給停

止される仕組みとなります。

従来よりも年金が減りにくくなり、高齢者が就労を

続けやすくなる点が大きなポイントです。

子ども・子育て支援金制度の
創設と徴収開始
（2026年 4月 1日施行）

少子化対策の財源を確保するための「子ども・子育

て支援金」の徴収が始まりました。

公的医療保険（健康保険・介護保険）の枠組みを

利用し、保険料に上乗せして徴収されています。

2026 年度の支援金率は、被用者保険においては

一律 0.23％（労使折半）です。例えば、標準報酬

月額 30 万円の従業員の場合、従業員負担額は月額

345 円となります。

女性活躍推進法に基づく情報公表義務
の拡大
（2026年 4月 1日施行）

これまで 301 人以上の企業に義務付けられていた情

報公表が、中堅企業へも波及しました。

従業員 101 人～ 300 人の企業に対し、「男女間賃金

差異」と「女性管理職比率」の公表が必須となりま

した。加えて、「女性労働者に対する職業生活に関す

る機会の提供」「職業生活と家庭生活との両立に資す

る雇用環境の整備」に関する 14 項目のうち 1 項目

以上の計 3 項目以上の公表が義務付けられました。

今後予定されている主な法改正内容は次のとおりです。

障害者法定雇用率の引き上げ
（2026年 7月 1日施行）

障害に関係なく誰もが職業を通じた社会参加のできる

「共生社会」の実現に向け、民間企業の障害者法定

雇用率がさらに引き上げられます。

法定雇用率が現行の 2.5％から 2.7％へと引き上げ

られます。これに伴い、障害者の雇用義務が発生す

る企業の範囲が、従業員「40.0 人以上」から「37.5

人以上」へと拡大されます。

未達成企業には納付金の支払い（従業員 100 人超

の企業の場合）や企業名公表のリスクがありますの

で、注意が必要です。

法定雇用率を満たすために、一部の週所定労働時間

20 時間未満の障害者も実雇用率に算定できる特例

（0.5 人カウント）の積極的な活用も有効です。

小学１年生の長男と２歳の娘の２
児の父親です。育児と仕事の両立
に日々奮闘中です。

2026 年は、人事労務の実務に直結する法改正が相次ぎます。既に施行された改正に加え、今後は
障害者雇用、カスハラ対策、公益通報対応など、企業に具体的な対応が求められるテーマも控えて
います。本稿では、押さえておきたい改正点を実務目線で整理します。

井 上 智 範

社 労 事 業 部
社 会 保 険 労 務 士

2026 年
人事・労務に関する
法改正について

労務プロセス
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カスハラ防止措置の義務化
（2026年 10月 1日施行）

カスタマーハラスメント（カスハラ）は、昨今、大

きな社会問題となっています。

これまで、顧客等によるカスハラ行為について、刑

罰法規に触れない程度の迷惑な言動や過度な要求に

対する法的な規制や、カスハラに焦点を当てた法的

な規制はありませんでした。

また、2024 年 10 月 4 日に制定された「東京都カ

スハラ防止条例」以外に、防止策を義務付ける直接

的な規定もないのが現状でした。こうした状況を踏

まえ、労働者の就業環境の整備を主な目的として、

労働施策総合推進法等の一部を改正する法律（「カ

スハラ対策法」）が成立しました。

カスハラとは、顧客や取引先の言動のうち、社会通

念上許容される範囲を超え、労働者の就業環境を害

するものを指します。具体的には、暴言や脅迫、過

度の要求、想定しているサービスを著しく超える要

求などが該当します。店舗や施設等において対面で

行われるものでなく、SNS 等のインターネット上に

おいて行われるものも含まれます。

改正法では、企業に対して従業員を守るための「雇

用管理上の措置」を講じることが義務付けられまし

た。主な内容としては、カスハラに対して毅然と対

応する方針の明確化と周知、相談窓口の設置、対応

マニュアルの整備、実際に発生した際の迅速な対応

や被害者への配慮などが挙げられます。

また、この改正では企業だけでなく、労働者や顧客

にも一定の責務が示されており、社会全体でハラス

メントを防止していく考え方が打ち出されています。

カスハラ対策法は単なる努力義務ではなく、企業に

具体的な対策を求める制度へと大きく強化された点

がポイントであり、社内での方針の策定、内部規程

やマニュアル等の作成、教育・研修等の実施を着実

に進めておく必要があります。

改正公益通報者保護法の施行
（2026年 12月 1日施行）

公益通報者保護法は、従業員が勤務先の違反行為を

通報したことを理由に、解雇や降格、減給など、勤

務先から不利益な取扱いを受けないよう、通報者が

守られるための条件が定められています。今回の主

な改正点は下記の内容となります。

対象拡大：フリーランス（業務委託関係が終了して

1 年以内のフリーランスも含む）もこの法律の保護

対象に含まれることとなります。

刑事罰の導入：公益通報を理由として解雇や懲戒を

した者に対して、6 ヶ月以下の拘禁刑または 30 万

円以下の罰金が科せられます。また事業者に対して

は 3,000 万円以下の罰金が科せられます。

立証責任の転換：通報者が公益通報後に解雇や懲戒

処分を受けた場合、これまでは「公益通報を理由と

する解雇や懲戒であること」も通報者が裁判で立証

する必要があり、通報者の負担が重くなっていたが、

公益通報から 1 年以内に行われたものについては、

公益通報を理由としたものと推定されるため、企業

側が正当な理由を証明しなければならず、通報者側

の負担が軽減されます。

上記の法改正の他、話題になっていました労働基準

法の抜本的改正については、2026 年の通常国会へ

の法案提出は見送られましたが、働き方の多様化や

過労死・メンタルヘルス問題の深刻化など、改正の

必要性は変わっていません。改正を見据え、今から

準備を進めることが、法定遵守リスクの低減につな

がります。

人事・労務に関する法改正について、ご不明な点等

がございましたら、弊社担当者までお気軽にご相談

ください。
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法改正対応は“部分対応”では不十分です
今回の法改正では、就業規則の見直しや新規規程の作成、誓約書の整備など、複数項目にわたる対応が求められま
す。一部のみ対応しているケースも見受けられますが、チェック項目のうち一つでも漏れがある場合、リスクが残
る状態となります。

また、従業員・職員向けの説明や研修についてのご相談も承っております。

規程のみ整備していても、従業員・職員への周知や運用ルールが未整備の場合、実際のトラブル発生時に適切な対
応ができないケースもございます。

近年は採用活動から日々の業務の細かな部分などにおいても、コンプライアンス意識の高さが求められており、適
切な規程整備や周知がなされているかどうかが、事業所の信頼性に直結する場面も増えております。
万が一トラブルが発生した場合にも、事前にルールを整備しておくことで、迅速かつ適切な対応が可能となります。

「まずは現状確認からでも大丈夫です。」
「まだ途中」「これから対応」という場合でも問題ございません。
まずは現状の確認だけでも、お気軽にご相談ください。

その他、人事・労務に関する法改正についても、ご不明な点がございましたら弊社担当者までお気軽にお問い合わ
せください。

今年の法改正の中でも特に注目されている、10月 1日施行のカスタマーハラスメント（カスハラ）対策と、
12月 25日施行のDBS 法（こども性暴力防止法）は、規則の改正が必須となる重要な内容です。特に今回
の改正は、対応の有無がそのままリスクに直結する内容となっており、早期の対応が重要とされています。
しかし、日々の業務に追われる中で、「規則の見直しまで手が回らない…」と感じていらっしゃる事業者様
も多いのではないでしょうか。
※ DBS（こども性暴力防止法）は、幼稚園・保育所・認定こども園・学校・児童福祉施設など、子どもと継続的に接する事業者
が対象となります。

どこまで対応すればよいか
分からない

規程作成に
時間や手間がかかる

従業員や職員への
説明や研修まで手が回らない

このようなお悩みはありませんか？

ゆびすい労務センターのサポート
ゆびすい労務センターでは、これらの法改正対応について、以下のようなサポートを一貫して行っております。

規程整備 各種書類作成 運用サポート

最近台湾に行きました。ルーロー
ハンを食べすぎて、いまだに胃も
たれ中です。

上 今 優 花
社 労 東 京 事 業 部

2026 年労務
「各種規則のアップデート」
はお済みでしょうか？

労務プロセス
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「食品を消費税の対象としない」という政策には、税務上、
全く異なる 2 つの仕組みが想定されます。
〈非課税の場合〉売上に消費税はかかりませんが、仕入れ
や経費で支払った消費税を差し引く（仕入税額控除）こ
とができません。
〈免税（ゼロ税率）の場合〉売上に消費税はかからず、業
者には 10％（または 8％）の消費税を支払います。
今回は後者の免税（ゼロ税率）の場合について詳しく記
載したいと思います。

今回の制度変更において、まず直面するのが事務負担の
増大です。従来の軽減税率制度でも、8％と 10％の混在
により一定の混乱が見られましたが、今回はこれに「0％」
が加わることで、「0％・8％・10％」の三重構造となる
ため、領収書単位での厳密な区分管理が不可欠です。さ
らに問題となるのが、税率判定の難しさです。誤った判
定は、後の税務調査において仕入税額控除の否認といっ
た不利益につながる可能性があります。したがって、企
業としては判定ルールの明確化と事務作業の簡素化を進
めるとともに、可能な限りシステムによる自動化を検討
する必要があります。

食料品が 0％となることで、食品業界は「還付申告」にな
ることが予想されます。仕入れや経費で支払った消費税
は、申告後数ヶ月を経て還付されるため、その間は企業
側が資金を立て替える必要があります。 この還付までの
タイムラグは、特に薄利多売型のビジネスにおいて顕著
なキャッシュフロー圧迫要因となります。従来と同じ感
覚で資金計画を立てていると、想定外の資金不足に陥る
リスクも否定できません。 また、還付額が大きくなるほど、
税務当局による確認が増加する傾向にあります。帳簿の

正確性は単なる経理業務の問題ではなく、経営の安定性
そのものに直結する要素となります。

制度変更は、価格戦略にも直接的な影響を及ぼします。 
特に飲食業においては、店内飲食（10％）とテイクアウ
ト（0％）の価格差が最大 10％に拡大することで、消費
者の行動が大きく変化することが予想されます。この変
化に対して企業が取り得る選択肢は大きく二つに分かれま
す。一つは、店内での体験価値を高めることで価格差を正
当化する方向。もう一つは、テイクアウトやデリバリーを
中心とした低コスト構造へとシフトする方向です。いずれ
も、従来の延長線上では対応が難しく、ビジネスモデルの
見直しが求められます。
さらに、免税事業者にとってはより深刻な問題があります。
これまで価格に内包されていた「消費税相当分」の利益が
失われることで、実質的な利益減少が生じます。仕入コス
トが変わらない中で収益を確保するためには、価格設定の
見直しや取引条件の交渉などの必要が出てくるでしょう。 

今回の制度の期間が限定的である点も、経営判断を難しく
する大きな要因です。POS レジや在庫管理、EC サイトなど
のシステム改修には一定のコストがかかります。
しかし、その投資が回収できるのかという点は慎重に見
極める必要があります。対応策としては、最低限の改修
にとどめて手作業で補う方法と、将来のデジタル化を見
据えて抜本的にシステムを刷新する方法のいずれかを選
択することになります。この判断は、制度終了後の競争
力にも影響を及ぼします。
加えて、複雑化する税区分に対応するための現場教育
コストも無視できません。オペレーションの煩雑化は
ミスの増加だけでなく、従業員の負担増や離職リスク
にもつながります。現場が無理なく運用できる設計が
不可欠です。

現在、政府内で検討されている「飲食料品の消費税 0％」。家計を助ける政策として関心が集まっています。
一方で、実務的な対応には様々な懸念点があります。どのようなことが想定され、検討するべきかを記載し
ていきたいと思います。

はじめに1

事務負担の増大2

資金繰りへの影響3

価格戦略の再構築4

投資の判断5

大阪府出身の面家大輝 ( おもやたいき )
と申します！なぜか東京支店に配属と
なり、5年目となります。関西弁の方
がまだ得意です。

面 家 大 輝
東 日 本 事 業 部

食料品消費税 0％
「免税（ゼロ税率）」
が実現した場合

PICKUP 税務
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「1 分以内にアイデアを 30 個出して」といった無茶な要求を、人に対して

日常的に行うことは現実的ではありません。しかし AI であればそれが可能

です。文句も言わず、疲れもせず、一定の品質でアウトプットを出し続け

ます。壁打ち相手としても優秀で、思考の初速を上げるという意味で、働

き方そのものに変化をもたらしています。

AI の活用範囲は非常に広く、Excel の関数作成やデータ整理から、プログ

ラムやアプリ開発まで対応可能です。本来であれば専門知識が求められる

領域でも、日本語で「こうしたい」と伝えるだけで、式やコード、実行可

能なアウトプットまで得られます。従来は前提知識が必要だった領域に対

して、意図を言語化する力があれば一定の成果物に到達できるようになっ

てきています。

AI は無茶をさせてもいい社員

式の入った Excel から、アプリ開発まで

金融機関にて融資業務やデジタル化戦略の
立案に従事したのち、ゆびすいコンサル
ティングに入社。最近はAI の進化があま
りにも著しく、人間は身体を鍛えるくら
いしかやることがなくなるのではないかと
思っています。

生成 AI によって不要になる職業と言われる一つ、コンサルティング業務に従事する者として、こ
の潮流は決して他人事ではありません。実際に生成 AI を業務に取り入れる中で、その脅威は確か
に感じています。一方で、あらゆる業務が一気に置き換わるかというと、現段階ではそう単純な話
ではないとも感じています。

現在、主に利用しているのは OpenAI の「ChatGPT」と Anthropic の「Claude」です。ど
ちらも同じ基盤技術に立つ生成 AI ですが、同じ問いに対しても回答の切り口や深さが異なりま
す。もともと Claude は法人利用に強みを持ち、ChatGPT はより汎用的な印象がありましたが、
OpenAI も法人領域へ本格的に注力する動きが見られ、数ヶ月単位で勢力図が変わる可能性があり
ます。この業界の進化速度は非常に速く、前提がすぐに更新される点も特徴的です。

水 谷 祐 貴

経営コンサルティング事業部
中小企業診断士

コンサルタントが
AI を実際に
業務利用してみて

コンサルの現場から

12 YUBISUI NEWS 企業版 No.113



情報収集の領域においても、AI は大きな力を発揮します。従来であれば複

数のサイトを横断しながら情報を集め、整理し、要点を抽出する必要があ

りましたが、AI を活用すれば短時間で整理された形の情報を得ることがで

きます。単なる検索にとどまらず、比較や要約、示唆出しまで一気通貫で

対応できるため、リサーチ業務の効率は大きく向上します。

実際に活用して感じるのは、あらゆる分野において初級～中級レベルであ

れば極めて高いパフォーマンスを発揮するという点です。資料作成、文章

作成、基本的な分析など、多くの業務で即戦力となります。

一方で、高度な専門性や本質的な意思決定が求められる領域では、人間の

関与が不可欠です。加えて、生成 AI の出してきた回答をどう解釈し、どの

ような行動につなげるかは人間の仕事です。特に実務の現場では、人間関係やキーマンのクセ、社内の空気感といっ

た文脈が意思決定に大きく影響しますが、こうした要素を AI が正確に取り込むことは依然として難しい部分があ

ります。適切な指示を出す力と、結果を評価・修正する力がなければ、AI の価値は十分に引き出せません。つま

り AI は「万能な代替者」ではなく、「使い手の能力を増幅する装置」と言えます。

では、皆様は AI が出した情報だけで意思決定できるでしょうか。「他社はどのように対応しているか」「机上で

はなく、目の前の現場で想定されるリスクは何か」といった点は、最終的には現実の情報に依存します。誰もが

AI を使って思考する時代においては、むしろそうした“生の情報”を持っている人間の価値が相対的に高まっ

ていくと考えます。現場感覚や経験に裏打ちされた知見は、AI だけでは代替しきれない領域であり、その点こ

そがコンサルティングの存在価値の一つになっていくのかもしれません。

生成 AI の登場により、あらゆる業界の「仕事のやり方」と「求められる能

力」が変わっていくと感じています。AI を使いこなせるかどうかが、我々

コンサルティング業界を含め、今後の競争力を大きく左右する時代に入っ

ていると言えるでしょう。

Web の調査も簡単にこなす

初級～中級レベルであればほぼ万能

高度な内容は人間の能力に依存する

AI の知らない情報を持っている人間の希少価値が上がる
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2026 年 3 月 25 日、就職みらい研究所より、2026

年 3 月に大学を卒業した学生の内定状況が発表され

ました。発表内容によれば、その内定率は 98.7％。

例年通り、高水準を維持した結果となりました。各

所で現在の就活市場は売り手市場だと言われている

所以ですね。

さて、少々論点を変え、就職活動の開始時期に目を

向けようと思います。

こちらも就職みらい研究所が発表している情報によ

れば、就職活動を終了した学生のうち、「卒業年次前

年（大学 3 年生時点）6 月までに就活を開始した学生」

が 51.5％、「卒業年次前年 2 月までに就活を開始し

た学生」が 85.6％と、就職活動が終了した学生のう

ち、7 割の学生が大学 3 年生の秋頃に就職活動を開

始していることが分かります。2017 年卒における、

「卒業年次前 年 9 月までに就活を開始した学生」が

10.8％だったことを考えると、就活開始時期の早期

化が年々進行していることが分かります。

筆者自身も大学３年次の秋頃には就職活動に明け暮

れていたことが思い出されます。大学３年生の夏休

みに、既に内定をいただいているという友人もいま

した、、

企業による面接・内定出しの開始時期にも目を向け

てみます。同様に就職みらい研究所が発表している

情報によれば、2026 年卒業者採用の面接開始時期

は、「卒業年次前年２月までの累計」が 52.2％と、

就職活動者が大学３年生のうちに採用面接を開始す

る企業が半数を超えました。

一般的に、企業の採用広報が解禁となるのは３月と

され、毎年ニュースにもなっています。しかし実際

にはそれよりも早く、多くの企業が採用面接を開始

しているという点は興味深い動きです。

内定出しの時期においても、「卒業年次前年２月まで

の累計」が 40.8％と、企業の採用広報が解禁となる

前に、４割の学生が内定を獲得している状況です。

さて、ここまで色々な角度から 2026 年卒業者の就

職活動状況について解説いたしました。企業の多く

が早期選考を開始しており、学生側も、先輩方の姿

を見てそれに追随するように早期に就職活動を開始

しています。

近年の就職市場は、まさに「電光石火」。 学生は

大学 3 年生の秋には動き始め、企業もそれに呼応

するように早期選考へと舵を切っています。こう

した早期化の流れが企業・学生双方にとって本当

に望ましいのかは判断が分かれるところですが、

採用市場のスピードが変化した以上、企業側も従来

の採用サイクルにとどまることは難しくなっている

と言えるでしょう。

出典：インディードリクルートパートナーズ リサーチセンター
【就職プロセス調査（2026 年卒）「2026 年 3 月度（卒業時点）内定状況」】
インディードリクルートパートナーズ リサーチセンター【就職白書 2026】
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【学生】就職活動開始時期（卒業年次前年 6月まで・同 2月までの累計）
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卒業年次前年 6月まで 卒業年次前年 2月まで ※就職活動終了者／単一回答

出典：インディードリクルートパートナーズ リサーチセンター【就職白書 2026】
13 項図を加工して作成

就職みらい研究所より、2026 年 3 月に大学を卒業した学生の就職活動状況・就職内定率が発表
されました。本記事では、上記の情報を基に近年の就活状況について解説します。

好きな食べ物はオムライス。今月
より社会人２年目となりました
が、まだまだ新人。コツコツと精
進してまいります。

阿 部 春 葵
東 日 本 事 業 部

VIEWPOINTS

近年の就活トレンド
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近年、企業を狙ったサイバー攻撃が増加しており、

日本国内の大手企業でも被害が発生しています。

最近では、ビールメーカーのアサヒグループや、事

務用品通販で知られるアスクルがサイバー攻撃を受

け、システム障害が発生したことが報道されました。

これらの事例では、社内システムが正常に利用でき

なくなり、商品の出荷や物流業務に影響が出るなど、

事業活動そのものに支障が生じました。

従来、サイバー攻撃というと「情報漏えい」が主な

リスクとして認識されていましたが、最近ではそれ

に加えて、業務が停止してしまうリスクが大きな問

題となっています。

社内システムが利用できなくなると、以下のような

影響が発生する可能性があります。

●商品の出荷や受注処理ができない

●社内システムにアクセスできない

●メールや業務システムが停止する

このような状況になると、業務そのものが止まって

しまう可能性があります。

また、取引先とデータやシステムを連携している場

合、被害が取引先にも影響する可能性があります。

これを「サプライチェーンリスク」と呼び、現在多

くの企業で重要視されている課題の一つとなってい

ます。

サイバー攻撃は、大企業だけでなく中小企業なども

対象となるケースが増えています。

規模に関わらず、基本的な対策を継続して行うこと

が重要です。

例えば、以下のような対策が有効とされています。

● OS やソフトウェアの更新を行う

●不審なメールや添付ファイルを開かない

●重要データのバックアップを定期的に取得する

サイバー攻撃は完全に防ぐことが難しい場合もあり

ますが、日頃から対策を行うことで被害の発生や影

響を抑えることができます。

本内容を業務の参考としてご活用いただければ幸い

です。

近年、企業を狙ったサイバー攻撃が増加しており、業務停止にまで発展する事例が出ています。
本記事ではそのリスクと対策について解説します。

ITらしくチャットやメールなどが
主なコミュニケーションツールで
すが、一番好きなのは飲みニケー
ションです。味はわかりません。

高 橋 　 俊
I T 戦 略 室

大手企業でも発生し
ているサイバー攻撃 
― 業務停止のリスクについて ―

システム情報 PORTAL
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